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（億円、％）

△3.5△6356実質業務純益※1

△1.0△7764業務粗利益

前年同期比23年度
中間期

〔単体〕

増減率増減額

＋50.3＋53159法人税等合計 （△）

＋166.1＋21特別損益

＋8.5＋77974経常収益

＋39.4＋106374経常利益

＋40.4＋108374税引前中間純利益

＋33.9＋55215中間純利益

一般貸倒引当金繰入額 (△)

基礎的業務純益※2

経 費 (△)

△98.2

-

△197.6

△48

＋74

△35

1

74

△52

うち不良債権処理額 （△）

うち貸倒引当金戻入益

うち株式等関係損益

＋124.5＋9018臨時損益

＋4.6＋16356業務純益

△100.0△22-

△1.6△11299

△0.4△1408

＋2.7

＋0.2

△25.6

△38.0

＋9.4

△653.7

＋17

＋0

△1

△24

＋5

△30

652

74

△3

40

57

△25

資金利益

役務取引等利益

特定取引利益

その他業務利益

（うち国債等債券関係損益）

（うち金融派生商品損益）

※1 実質業務純益＝業務純益＋一般貸倒引当金繰入額
※2 基礎的業務純益＝業務純益＋一般貸倒引当金繰入額－国債等債券関係損益

貸倒引当金戻入益74億円の計上を主因に、974億円（前年
同期比＋77億円）を計上

一般貸倒引当金が戻入となり､業務純益は356億円(前年同期比
＋16億円)を計上 【過去最高益】
※貸倒引当金戻入益は臨時損益に計上

株式等関係損益の悪化（前年同期比△35億円）があったもの
の、貸倒引当金戻入益の計上（同＋74億円）を主因に、374
億円（同＋106億円）を計上 【過去最高益】

経常利益の増益により、215億円(前年同期比＋55億円)を計上

前年同期比 ＋77億円増収(4期振り)経 常 収 益

前年同期比 △7億円減益(8期振り)業 務 粗 利 益

前年同期比 ＋16億円増益(3期連続)業 務 純 益

前年同期比＋106億円増益(2期振り)経 常 利 益

前年同期比＋55億円増益(2期振り)中 間 純 利 益

有価証券利息配当金の増加（前年同期比＋19億円）を主因に、
資金利益は増加（同 ＋17億円）したものの、その他業務利
益の減少（同 △24億円）などにより､764億円(同 △７億円)
を計上

平成23年度中間期決算概要①



＋３４．５＋５７２２３連結中間純利益

前年同期比〔連結〕

増減額

23年度
中間期 増減率

連結経常利益

連結経常収益

＋３５．９＋１０７４０５

＋８．３＋８７１，１３１

前年同期比
増減

〔連単倍率〕

１．０３倍

１．０８倍

23年度
中間期

△０．０３倍経常利益

＋０．０１倍中間純利益

４期振り増収連 結 経 常 収 益

３期連続増益
【過去最高益】

連 結 経 常 利 益

２期振り増益連 結 中 間 純 利 益

静銀経営コンサルティング㈱
静銀リース㈱
静岡コンピューターサービス㈱
静銀信用保証㈱
静銀ディーシーカード㈱
静岡キャピタル㈱
静銀ティーエム証券㈱
静銀総合サービス㈱
静岡モーゲージサービス㈱
静銀ビジネスクリエイト㈱
欧州静岡銀行

連結子会社１１社

静銀セゾンカード㈱

持分法適用関連会社
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（億円、％）

平成23年度中間期決算概要②



１．３７

０．０９

１．７０

22年度
上期

１．２６

０．０７

１．６６

22年度
下期

１．３２

０．０６

１．６０

23年度
上期

＋０．０６

△０．０１

△０．０６

22年度
下期比

預金等利回り

有価証券利回り

貸出金利回り

23年度上期 資金利益652億円（前年同期比＋17億円）
うち国内業務部門586億円（ 同 ＋10億円）、国際業務部門66億円（ 同 ＋8億円）

国 内 業 務 部 門

総貸出金平残の推移

預金等平残の推移

（億円）

75,57974,88773,541

21年度上期 22年度上期 23年度上期

うち国内店

74,648 75,854

資 金 利 益 の 内 訳
（億円）

61,507 61,853
64,107

21年度上期 22年度上期 23年度上期

うち国内店

62,743 62,678

１．５１

22年度
上期

１．５７

22年度
下期

１．７６

23年度
上期

＋０．１９

22年度
下期比

運用・調達ﾚｰﾄ差

国 際 業 務 部 門

（億円）

有価証券平残の推移

16,793
12,871 15,290

21年度上期 22年度上期 23年度上期

うち国内

（億円）

20,110
16,330

貸出金平残の推移

3

（％）

（％）

資金利益

65,008

76,707

19,006

５８

３６

８９

５２４

５７６

６３５

22年度
上期 増減

６６

２３

１０２

５０８

５８６

６５２

23年度
上期

＋１７合 計

＋８国際業務部門

△１３〃預金等利息 （△）

＋１３〃有価証券利息配当金

△１６うち貸出金利息

＋１０国内業務部門



23年9月の預貸金利回り差は、22年９月比 △0.07ポイント縮小

円貨貸出金・預金構成の変化

〔22年9月〕 〔23年9月〕 （兆円、％）

３．１

４．０

７．６

１．５

１．７

３．０

４．８

６．４

平残（構成比）

（ 41.0）

（ 52.8）

（100.0）

（ 25.6）

（25.7）

（47.4）

（74.4）

（100.0）

０．１６

０．０２

０．０９

１．８４

０．７８

２．０６

１．６４

１．６８

利回り

（40.4）

（53.3）

（100.0）

（23.9）

（27.1）

（47.6）

（76.1）

（100.0）

定期性預金

流動預金

０．０６７．３預 金

０．０２３．９

１．９９２．９
短ﾌﾟﾗ・新長ﾌﾟﾗ
基準

市場連動

１．７３１．６固定金利

３．０

１．６

４．６

６．２

平残（構成比）

０．７１

０．１０

１．５４

１．５８

利回り

変動金利

貸出金

＋１．５９＋１．５９〔預貸利回り差〕 △0.07 ＋１．５２＋１．５２

貸出金利（月中平均）の推移

うち企業規模別法人貸出金利の推移

△０．１０△０．１０

1.78% 1.76% 1.74% 1.72%
1.66% 1.64%

1.61%

1.59% 1.57% 1.55% 1.53%
1.50%

1.47%
1.44% 1.43%

1.40%

1.58%

1.68%

2.08% 2.05% 2.03% 2.00% 1.97% 1.95% 1.92% 1.89%

2.11%

21/9月 12月 22/3月 6月 9月 12月 23/3月 6月 9月

法 人

個 人

全 体

【22年9月と23年9月の平残・利回りの単月比較】

△０．０３△０．０３ 4
※預金はNCDを含む

預貸金利回り

0.87% 0.84%
0.89%

0.92%
0.97%

1.00%
1.03%

1.08%
1.13%

1.76% 1.74% 1.73%

0.50% 0.50% 0.49% 0.48% 0.47% 0.46%

1.70%
1.78%1.81%1.83%1.84%1.85%

0.50%0.51%
0.44%

21/9月 12月 22/3月 6月 9月 12月 23/3月 6月 9月

大･中堅企業

中小企業

大･中堅企業（ｽﾌﾟﾚｯﾄﾞ）



65,008
62,67862,743

44,05042,48242,319

21年度上期 22年度上期 23年度上期

銀行全体 うち静岡県内

＋＋1,5681,568

＋2,330
（億円）

貸出金残高(平残)の推移

26,210
25,63625,458

20,248
19,83220,064

21年度上期 22年度上期 23年度上期

銀行全体 うち静岡県内

（億円）【貸出金増減額内訳（前年同期比）】

22,220
21,402

20,400

18,163
17,538

16,794

21年度上期 22年度上期 23年度上期

銀行全体 うち静岡県内

＋＋625625

＋818

＋＋416416

（億円）

企業規模別 貸出金残高(平残)の増減 うち中小企業向け貸出金残高(平残)の推移 うち個人向け貸出金残高(平残)の推移

＋574（億円）

23年度上期の貸出金残高（平残）6兆5,008億円、前年同期比＋2,330億円（年率＋3.7％）

【中小企業向け貸出金】
平残 2兆6,210億円
前年同期比＋574億円増加（年率＋2.2％）

【個人向け貸出金】
平残 2兆2,220億円
前年同期比＋818億円増加（年率＋3.8％）

5

29.029.0％％

29.229.2％％

30.30.11％％

●●

●●

●●静岡県内貸出金ｼｪｱ（末残）

※ｱﾊﾟｰﾄﾛｰﾝを含む

貸出金残高（末残）６兆6,091億円
22年9月末比＋2,361億円増加(年率＋3.7％)

貸出金

中小企業
＋574

公共
＋629

海外店
＋77

大・中堅企業
＋232

＋
２
，
３
３
０

個人
＋818

中小企業＋個人
＋1,392億円



6

法人部門の取組み① ～法人貸出取引先数、ソリューション営業

ソリューション営業 ～成長・未開拓分野への取組み～

医
療
・介
護

環
境

農
業

静岡銀行主催のセミナー開催を通じ、
情報提供・ニーズを発掘
医療分野担当者の増員(＋3名)による
体制強化(計7名体制)

環境関連の取引先ニーズへの対応
・環境格付融資、環境格付私募債
・ISOコンサルティング受託

（静銀経営コンサルティング㈱）

23年度上期 受託件数19件

各種商談会への出展、販路開拓、
第6次産業化支援
（農業経営アドバイザー資格 5名取得）
静岡県農業信用基金協会と提携し、
農業者の資金ニーズへ対応

23年9月末の法人貸出取引先数は、23年3月末比＋203先増加
「成長・未開拓分野」に対する取組みを一層強化していくとともに、取引先の事業展開を積極的に支援する
ソリューション営業を展開することで新たな資金需要を創出し、取引先数の増加・シェアアップに結び付ける

32,395 32,421

32,624

32,50132,494
32,580

32,864

20年度上期 20年度下期 21年度上期 21年度下期 22年度上期 22年度下期 23年度上期 25年度(目標)

戦略的な人員配置(※)により、

23年3月末比＋203先を増加

(※)新規法人担当者を＋13名増員
（計28名体制）

法人貸出取引先数の推移

約1,000先

（先）

第11次中計第1０次中計

⇒23年度上期
医療･介護事業所向け融資額

259億円

⇒23年度上期
環境関連融資額 68億円

⇒23年度上期
農業関連融資額 36億円



取引先のアジア進出ニーズの高まりに対応し、サポート体制を強化
提携金融機関を活用した営業ネットワークの充実および国内における海外進出支援の取組み成果が
現れつつある

7

法人部門の取組み② ～アジア戦略

●

●

●

●

●

●

●

●
●

海
外
に
お
け
る
取
組
み
内
容

現地における資金決済､
資金調達への対応
総務、経理業務のサポート

国
内
に
お
け
る

取
組
み
内
容

海外進出できない取引先に
対するM&Aや、業態転換
支援 など
（産業の空洞化への対応）

静岡

アジアにおけるネットワーク

上海駐在員事務所
行員2名(総勢3名)

華東師範大学 留学生1名派遣

香港支店
行員5名(総勢13名)

ｼﾝｶﾞﾎﾟｰﾙ駐在員事務所
行員2名(総勢3名)

中国建設銀行

北京

大邱銀行

大邱

ANZベトナム銀行
(派遣行員1名)

ハノイ

ｶｼｺﾝ銀行(派遣行員3名)
ｸﾚﾃﾞｨ･ｱｸﾞﾘｺﾙ銀行
ﾊﾞﾝｺｯｸ銀行

バンコク

りそなﾌﾟﾙﾀﾞﾆｱ銀行
(派遣行員1名)

ジャカルタ⇒23年度上期

・海外関連融資額 37先/74億円
・海外進出支援企業に対する

国内融資取上げ 48先/47億円

●

みずほｺｰﾎﾟﾚｰﾄ銀行
研修生1名派遣

大連

●

新韓銀行
（23年11月 業務提携）

ソウル



15,751
16,672 17,457 18,129

18,365

19年度 20年度 21年度 22年度 23年度上期

県外

県内

23年9月末消費者ローン残高は、2兆2,571億円（23年3月末比＋331億円）と増加基調を維持

消費者ローン営業拠点の拡充や、適用金利の組織的な管理、業務プロセス改革による生産性の向上・

コスト削減を通じ、 23年度下期以降も、引き続き消費者ローンの成長性を高めていく

8

個人部門の取組み ～消費者ローン

消費者ローン残高（末残）の推移 取組み内容

業
務
プ
ロ
セ
ス

金
利

第11次中計では、消費者ローン
営業担当者の業務処理時間を
▲6割削減するBPRを実施
（平成23年度中に▲2割削減）

生産性の向上やコスト削減を通じ
住宅ローンの採算性を高め、
競争力を確保

消費者ローン営業担当者における

業績評価インセンティブとして

「金利ポイント制度」を導入

19,036

21,377

22,240 22,571

20,333

（億円）

20年２月
横浜ﾛｰﾝｾﾝﾀｰ開設

23年11月
厚木ﾛｰﾝｾﾝﾀｰ開設

＋＋331331

⇒23年度上期
住宅ローン平均新発レート

1.305％



20年度上期 20年度下期 21年度上期 21年度下期 22年度上期 22年度下期 23年度上期

10億円以上

5億円以上10億円未満

3億円以上5億円未満

1億円以上3億円未満

1億円未満

9

2227 24

0.22% 0.22%
0.23%

△0.22%

うち一般貸倒引当金繰入額

与信費用比率

※与信関係費用比率＝与信費用÷貸出金平残

（億円）

72 72 71

与信関係費用・与信関係費用比率の推移

与信関係費用① ～全体像

△73

（億円）

与信残高金額階層別の個別貸倒引当金新規発生額推移

51

133

53

87

42

50

※一般貸倒引当金繰入額と個別貸倒引当金繰入額の合計がマイナスとなり、合算後の戻入益74億円を臨時損益
における貸倒引当金戻入益に計上

31

与信関係費用 △73億円（前年同期比△144億円）、与信関係費用比率 △0.22％（同△0.44ポイント）
一般貸倒引当金繰入額 △96億円 （同 △117億円）
個別貸倒引当金繰入額 22億円 （同 △12億円）

与信残高10億円以上先からの
大口の倒産なし

23年度上期

20年度上期 21年度上期 22年度上期

うち一般貸倒引当金戻入 ▲96億円
・算定方法見直し要因 ▲89億円
・DCF法導入要因 ＋51億円
・その他
(貸倒実績率低下など) ▲58億円



10

22年度以降、一般貸倒引当金算定方法の見直しを実施
23年度上期は、DCF法による大口要注意先への引当も行い、将来の与信関係費用安定化に対応

与信関係費用② ～貸倒引当金

289
418 441 501 522 487

392

270

349 370
355 335 338

311

20年上期 20年下期 21年上期 21年下期 22年上期 22年下期 23年上期

一般貸倒引当金 個別貸倒引当金

貸倒引当金残高の推移

2323年度上期の見直し内容年度上期の見直し内容

⑤
④
③
②
①

算定
期間

23
上

22
下

22
上

21
下

21
上

20
下

20
上

19
下

19
上

【変更前】

算定期間 2.5年

計測期間 4.5年

③

②

①

算定
期間

23
上

～
21
上

20
下

～
18
下

18
上

～
16

上

【変更後】

2.5年

通算7.5年

消費者ローンにおける平均残存
期間の算出方法を変更

厳格な引当基準

一般貸倒引当金の算定に際し、｢貸倒実績率｣に
｢平均残存期間｣をかけた予想損失率を適用

EL（予想損失額）との比較

見直し後も、EL(23年9月末 128億円)の3倍
を超える水準を維持

DCF法による引当

大口要注意先に対して予防的に引当を行い、
将来の与信関係費用安定化に対応

貸倒実績率の算定方法 ⇒ 貸倒実績の重複計上の排除

各算定期間を半年毎重複させた5期間の
平均と直近1期間を比較し、高い方を採用

重複させない3算定期間の平均を採用し、
EL、予測経済指標から必要な修正を行う

2222年度の見直し内容年度の見直し内容

【変更前】
【変更後】

期限前償還（プリペイメント）を考慮した
実質的な平均残存期間を採用

22年度平均残存期間 7.9年

⇒平均残存期間は▲3.2年短縮

債権ごとの平均残存期間を採用

22年度平均残存期間 11.1年

559

767

856 857 825

703

811

一般貸倒引当金に関する事項

（億円）
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経営改善支援・事業再生に積極的に取り組み、中小企業分野における再生ノウハウを蓄積
「中小企業を再生させる力」が、不良債権の発生を低水準に抑えるとともに、地域経済の活力を維持

与信関係費用③ ～経営改善支援・事業再生

過去過去55年間（平成年間（平成1818年～年～2222年）の代表的な取組事例年）の代表的な取組事例

＜銀行本体＞ 平成15年 企業サポート部を設立し、経営改善支援・事業再生機能を強化
平成20年 リーマン・ショック時に9名を増員し、総勢43名体制

＜グループ会社＞ 平成16年 静岡キャピタル㈱で静岡銀行グループ第1号の再生ファンドを設立
現在も3つの再生ファンドを運営

DESによる財務内容改善、ｽﾎﾟﾝｻｰ企業への事業譲渡小売業Ｄ社④

DDS導入、他行との協調融資に対応製造業Ｃ社③

DDSによる債務劣後化での財務内容改善製造業Ｂ社②

RCCを活用したｽﾎﾟﾝｻｰ企業への事業譲渡宿泊業Ｇ社⑦

事業譲渡を伴う業種転換支援サービス業Ｆ社⑥

政府系金融機関(劣後ﾛｰﾝ)との協調による金融支援運送業Ｅ社⑤

⑩

⑨

⑧

①

NO.

製造業

小売業

製紙業

宿泊業

業種 再生手法取引先

Ｊ社

Ｉ社

Ｈ社

Ａ社

ﾌﾟﾚﾊﾟｯｹｰｼﾞ型民事再生手続

静岡ｷｬﾋﾟﾀﾙを無限責任組合員とする再生ﾌｧﾝﾄﾞを
活用した会社分割

中小企業再生支援協議会活用型の私的整理
(ｽﾎﾟﾝｻｰ企業傘下で事業継続)

産活法、政府系金融機関保証制度を活用したｼ･ﾛｰﾝ
の組成

取組みの成果取組みの成果

過去5年間に､地域に大きな
影響を与える企業 83先の
再生を完了

・与信関係費用の抑制効果(※)

87億円

(※)以下①～③の合計により試算
① 格上げ先

貸倒引当金の戻入金額
②事業譲渡等での再生先

完了時の引当金戻入金額
③その他

債務者区分が破綻懸念先以下に
低下した場合に要する追加引当額

・地域における雇用の維持
約8,０00人



２39億円

1,332億円

164億円

2,362億円

６27億円

23年9月末リスク管理債権の内訳

延滞なし
77%

延滞 23%

73億円(3.1％)

2,113億円
(89.5％)

176億円(7.4％)

2,362億円

ネットリスク管理債権

部分直接償却額

信用保証協会
保証付貸出金

担保・引当金等

ﾈｯﾄﾘｽｸ管理債権

不良債権のオフバランス化実績

２，４２５

△５９１
(△５５１)

＋７２１

２２年度

２，３６０

△３１５
（△２８８）

＋３８０

２２年度
上期

２３年度
上期

２，３６２リスク管理債権

△３６２
（△３２９）

オフバランス化
(うち破綻懸念先以下)

＋２９９新規発生

(億円)

リスク管理債権の総額（単体） 2,362億円 （23年3月末比 △63億円）
リスク管理債権比率 3.57％ （ 同 △0.07ポイント）
ネットリスク管理債権（単体） 239億円 （ 同 △24億円）
ネットリスク管理債権比率 0.36％ （ 同 △0.04ポイント）

3.27% 3.27%
3.53%

1.47%

1.92%

0.51% 0.38% 0.42% 0.43% 0.38% 0.40% 0.36%

3.70%3.64% 3.64% 3.57%

2.02%

1.58%
1.75%

1.98% 2.02%

20年度上期 20年度下期 21年度上期 21年度下期 22年度上期 22年度下期 23年度上期

リスク管理債権比率推移

△６３

12

リスク管理債権のうち信用保証協会保証付貸出

ネットリスク管理債権

リスク管理債権

【破綻懸念先】
1,651億円
カバー率89.6％

【実質破綻先】
462億円
カバー率100％

【要管理債権】
176億円
カバー率61.4％

破綻先債権

延滞債権

3ｶ月以上延滞･
貸出条件緩和

債権

リスク管理債権

〔329億円の内訳〕

12債権売却

57本人弁済・
預金相殺

118格 上

36直接償却

106担保処分・
代位弁済



83.8% 83.1% 84.7%

29.8% 29.6% 28.1% 25.5% 23.0% 24.8%

109.6% 110.9% 113.3%
109.3% 106.1% 109.5%

81.4%
85.3%

79.8%

18年度 19年度 20年度 21年度 22年度 23年度中間期

有価証券残高 ２兆458億円（23年3月末比 △31億円）､有価証券評価損益1,069億円 （同 ＋37億円）
国債等債券関係損益 57 億円（前年同期比 ＋ 5億円）､株式等関係損益 △52億円 （ 同 △ 35億円）

有価証券残高の推移

７１９億円９０３億円うち株式

１，０６９億円１，０３２億円有価証券評価損益

日経平均株価

５．５１年５．０３年円債平均残存期間

３．７３年５．２６年外債平均残存期間

８，７００．２９円９，７５５．１０円

23年3月末 23年9月末

債券平均残存期間・有価証券評価損益の推移

株式等関係損益の内訳

５３

０

１

△５２

23年度
上期

＋０１うち株式等売却益

＋０－〃 株式等売却損 (△)

＋３４１８〃 株式等償却 (△)

△３５△１８株式等関係損益

22年度
上期 増減（億円）

６

１１

６９

５２

22年度
上期 増減

-

９

６６

５７

23年度
上期

△６〃 国債等債券償還損（△）

△２〃 国債等債券売却損（△）

△３うち国債等債券売却益

＋５国債等債券関係損益

（億円）

国債等債券関係損益の内訳

預貸率・預証率の推移

4,200 4,162

2,128 1,891

5,441 4,468

706
732

8,014 9,205

23年3月末 23年9月末

国債

地方債

社債

株式

その他

（億円）

〈〈国債国債〉〉
＋＋1.1911.191

△△3131

〈〈社債社債〉〉
△△973973

〈〈株式株式〉〉
△△237237

20,489 20,458

13

預証率預貸率

預貸率＋預証率

有価証券①

社債、その他有価証券の内訳は、14ページに記載



23年9月末の欧州向けエクスポージャーは合計331億円（うち債券137億円、貸出金150億円、その他
44億円）であり、国別では、フランス・ドイツ・イギリス・ベルギーの4カ国で全体の95％超を占める

債券（投資信託組入れ分を除く）、貸出金の対象先は、すべて「シングルA」以上の外部格付※を取得
※平成23年9月末時点 スタンダード＆プアーズ社による外部格付

欧州向けエクスポージャーの状況（最終リスクベース）

14

有価証券②

１５１０１５０１５０００１フランス

４４

１

－

４

３８

１

その他

１０

０

１０

－

－

－

うち
金融機関

１２５

０

１

３２

－

９２

うち
公的機関

１３７

０

１１

３２

１

９３

債券

３５－－ベルギー

３９－－イギリス

９３－－ドイツ

３３１１５０１５０合計

１－－その他

１１－－イタリア

うち
金融機関

合計貸出金

(億円)

その他有価証券4,162億円
（△38億円）

社債4,468億円（△973億円）

公社公団債
1,125（△70）

金融機関債等
3,077（△903）

政府保証債
266（△0）

投資信託
284（＋14）

邦貨外国証券
0（△25）

※（ ）内は23年3月末比

その他
79（△5）

・本表の金額には、日系企業向け貸出金残高 141億円を含まない
・「その他」：レポ取引、預け金、デリバティブ取引の合計

〔換算レート〕
・ユーロ／104.09円 ・英国ポンド／119.8円・スイスフラン／85.36円

うちモーゲージ債の内訳

23年3月末比（簿価）

△４３

（評価損益）

＋１５２３，５０６ジニーメイ

社債・その他有価証券の内訳

外貨外国証券
3,799（△22）

【連 結】

（億円）



76,707
74,648 75,854

65,31764,23163,351

21年度上期 22年度上期 23年度上期

銀行全体 静岡県内

（億円）＋＋854854

預金等残高（平残）の推移

＋＋1,0861,086

52,691
51,73751,253

48,379
47,46146,908

21年度上期 22年度上期 23年度上期

国内店 静岡県内

（億円）【預金等増減額内訳（前年同期比）】

18,524
19,387 19,578

14,232
14,838 14,947

21年度上期 22年度上期 23年度上期

国内店 静岡県内

＋＋109109

＋191

＋＋991818

（億円）

預金等残高(平残)増減額の内訳 うち個人預金等残高(平残)の推移 うち法人預金等残高(平残)の推移

（億円）

個人
＋９５４

金融・公金
△１５３

＋
８
５
４

法人
＋１９１

オフショア
△２９９

23年度上期の預金等残高（平残）７兆6,707億円、前年同期比＋854億円（年率＋1.1％）

【静岡県内預金】
平残 6兆5,317億円

前年同期比＋1,086億円増加（年率＋1.7％ ）

【個人預金】
平残 5兆2,691億円

前年同期比＋954億円（年率＋1.8％ ）

【法人預金】
平残 1兆9,578億円
前年同期比＋191億円増加（年率＋1.0％ ）

＋954

15

預金等

海外店
＋１６１



23年度上期 役務取引等利益74億円、特定取引利益△3億円

個人預り資産残高（静銀ティーエム証券含む）は、6兆6,102億円と23年3月末比＋306億円増加

うち資産運用商品残高は、時価評価での残高減少要因等により、1兆3,689億円と△110億円減少

（億円）

16 10 14 19 18 19 24

78 72 70
72

93
79 79

11.7% 12.2%
14.6%

11.8% 12.1% 12.3% 11.4%

20年度上期 20年度下期 21年度上期 21年度下期 22年度上期 22年度下期 23年度上期

静銀ﾃｨｰｴﾑ証券 役務･特定取引利益

（億円）

手数料収益（銀行・静銀ﾃｨｰｴﾑ証券）

投資信託・保険販売の販売額、手数料の推移

個人預り資産（末残）の推移

503

219
335

445 470 530 609

432

479
581 518

614

512

581

33

40

33
3030

24

39

20年度上期 20年度下期 21年度上期 21年度下期 22年度上期 22年度下期 23年度上期

個人年金保険等

投資信託
手数料収益

847
924

1,051 1,048

4,199

3 ,723

3 ,385
3 ,251

51 ,221
51 ,991 52 ,412

7
7 1353

331

334
160

148 135

3 ,863

6 ,246
6 ,049

5 ,453

3 ,208

22年3月末 23年3月末 23年9月末

（億円）

投資信託

外貨預金

譲渡性
預金

64,578

個人年金
保険

＋197

＋＋306306

１
３
，
３
５
０
億
円

円貨預金

＋421

公共債

△140

△134

静銀ﾃｨｰ
ｴﾑ証券

65,796

１
３
，
７
９
９
億
円

93

△△110110

手数料、預り資産

97 90

（75）

（ ）は役務取引等利益

（70） （74）

16

１
３
，
６
８
９
億
円

66,102

（71）
（74）

1,223

△13

△19

△6

89
96

1,084

651

（84）
（70）

109

89

手数料収益比率
（静銀ﾃｨｰｴﾑ証券を含む）



23年度上期 408億円（前年同期比△1億円）、 OHR（単体）53.4％（前年同期比＋0.3ポイント）

５１１３０２うち建物

３２４４６６２１投資額

１８２２２５１５うちソフトウエア

うち動産 ５８９３

22年度
上期

23年度
上期

22年度
下期

21年度
下期

投資額の推移

（億円）

経 費

17

経費およびＯＨＲの推移（半期ベース）

〔参考〕23年度以降の主なシステム投資

・ＩＣキャッシュカード基本形移行対応
・電子記録債権への対応
・統合データベースの拡充
・チャネル統合基盤の構築

ＩＴ投資・経費管理の厳正化による
コスト・リスクを見極めた
ＩＴ投資コントロールの実践

144 164 164 164

218 219 219 220

241826
18

53.4%

53.9%53.1%

49.2%

21年度下期 22年度上期 22年度下期 23年度上期

税金
物件費
人件費
ＯＨＲ

（億円）

380 409 401 408

経費およびＯＨＲの推移（年度ベース）

331 309 328 328

421 440 438 443

41444544

54.8%53.5%

52.2%53.5%

20年度 21年度 22年度 23年度（予想）

税金
物件費
人件費
ＯＨＲ

（億円）

796 794 810 811



2,935

5,021

88

1,063

2,293

3,076

23年
9月末

＋84

△143

△460

△630

＋499

＋665

20年
3月末比

うち行員 286548

1,3141,693営業店バック・アシスト

うち行員 2,0111,794

2,7812,411営業店フロント

4,9755,164銀行全体

2,855

23年
3月末

2,851うち行員

20年
3月末

18

生産性の向上

人員の推移

BPRへの継続的な取組みにより、総人員を増加させずにフロント人員を捻出 ⇒ トップラインの持続的な成長へ

〈第9次中期経営計画〉

ＩＴ投資、集中処理のBPRへ着手

・ 新営業店端末の導入

・ 融資支援システムレベルアップ

・ 融資事務の集中処理

（記帳事務･債権書類の集中保管 等）

19年度 21年度 22年度

預金・為替業務

公金・代理業務

出納業務

営業店における業務量削減

△23％

（人） ～効率化と同時に
事務事故は大きく減少

バック人員を減らしつつ、
業務品質の向上も実現

※「事務事故」は行内定義による

22年度上期 22年度下期 23年度上期

〈第10次中期経営計画〉

IT投資による効率化、集中処理の拡大

・営業店バック業務量を6割削減
・バック人員をフロントへ再配置

トップラインの成長

△18％

※19年度の業務量を100とした場合
※22年度上期の事務事故件数を100とした場合

〈第11次中期経営計画〉

フロント業務の生産性向上へ拡大

・住宅ローン営業担当者の
業務処理時間を6割削減

トップラインのさらなる成長

△57％



３，０１９

１２３

３７，３７１

４０，５１３

５００

６，５０１

６，９４８

23年

9月末

△１７３，０３６３，０２１２，９５４
ｵﾍﾟﾚｰｼｮﾅﾙ･ﾘｽｸ
相当額に係る額

う ち Ｔ ｉ ｅ ｒ Ⅱ △７５０７６７６２９１

△４２１６５２０５２４８
マ ー ケ ッ ト ・ リ ス ク
相 当 額 に 係 る 額

△４，３１６４４，８２９４４，８８９４４，１４８リ ス ク ・ ア セ ッ ト 等

△４，２５７４１，６２８４１，６６３４０，９４６
信 用 リ ス ク ・

アセットの額

６，３１４

６，８７８

22年

3月末

６，０７８

６，２３４

21年

3月末

＋８７６，８６１自 己 資 本 ※

う ち Ｔ ｉ ｅ ｒ Ⅰ ６，４５９

23年

3月末

＋４２

23年

3月末比

ＢＩＳ自己資本比率(連結ベース) 自己資本およびリスク・アセット等の推移

（億円）
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４．４％６，６９８億円２９３億円

アウトライヤー比率TierⅠ＋TierⅡ銀行勘定の金利リスク量

アウトライヤー比率（単体ベース）

23年9月末 BIS自己資本比率 17.15％（23年3月末比 ＋1.85ポイント）

TierⅠ比率（中核自己資本比率）16.04％（同 ＋1.64ポイント）

22年12月公表のバーゼルⅢテキスト基準により試算した結果、23年3月末基準の自己資本水準は、

規制を上回る水準を確保

※ 自己資本には、優先株、劣後債務等を含まない

自己資本比率

16.04%

13.42% 13.76%
14.06%

14.40%

17.15%

15.30%15.32%

14.12%14.70%

20年3月末 21年3月末 22年3月末 23年3月末 23年9月末

ＢＩＳ自己資本比率

ＴｉｅｒⅠ比率
(中核自己資本比率）

・取引先の業績回復によるデフォルト率低下
・有価証券ポートにおける国債保有比率の上昇

リスクアセット減少の主な要因

【22年12月公表のﾊﾞｰｾﾞﾙⅢﾃｷｽﾄ基準による試算
（23年3月末基準）】

・自己資本比率：14.26％（規制水準 10.5％）
・TierⅠ比率 ：14.25％（ 同 8.5％）



１３．５０円（６．５０円）１３．００円１３．００円１３．００円一株当たり配当額（年間）

21年度 22年度 23年度予想20年度

（ ）は中間配当額

４０．６４％

２８．２０％

３２１

１３１

４０

９１

21年度

６４．１９％

２４．２６％

３６５

２３５

１４６

８９

23年度
予想

６７．２２％

２４．８５％

３５４

２３８

１５０

８８

22年度

２，６４８（累計）１２８当期純利益④

７０．８５％

７０．８５％

９１

－

９１

20年度

７２９（累計）年間配当額①

７１５（累計）自己株式取得額② ※

１，４４５（累計）株主還元額③＝①＋②

２７．５５％（平均）配当性向①/④×100

５４．５６％（平均）株主還元率③/④×100

13～22年度実績
（10年間）

（億円）

配当額の推移

株主への利益配分の状況

23年度 1株当たり中間配当額 6円50銭

23年度の期末配当は、株主への利益還元を重視し、業績見通しなどを勘案した結果、1株当たり7円と

50銭の増配を予定（1株当たりの年間配当額 13円50銭）

20

株主還元

※ 23年度予想は、上期実施分を記載
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平成9年度以降、継続的に自己株式取得を実施し、23年9月末までに151百万株を取得

23年度上期 20百万株の自己株式取得を実施済み

過去の自己株式取得実績

自己株式取得

40.6%4,638百万円5,000千株3,996百万円5,000千株平成21年度

－

113,938百万円

15,957百万円

－

10,130百万円

－

－

－

23,381百万円

－

8,267百万円

23,281百万円

9,143百万円

9,142百万円

9,997百万円

消却金額

－

120,404千株

20,000千株

－

10,000千株

－

－

－

30,000千株

－

8,234千株

24,954千株

8,357千株

6,633千株

7,226千株

消却株数

－※14,575百万円※20,000千株平成23年度

62.8%123,102百万円131,044千株累計

67.2%14,980百万円20,000千株平成22年度

70.8%－－平成20年度

61.8%12,621百万円10,000千株平成19年度

25.3%－－平成18年度

22.5%－－平成17年度

17.1%－－平成16年度

50.8%8,566百万円10,712千株平成15年度

229.4%23,107百万円29,928千株平成14年度

165.4%8,267百万円8,234千株平成13年度

152.0%23,281百万円24,954千株平成12年度

51.4%9,143百万円8,357千株平成11年度

86.7%9,142百万円6,633千株平成10年度

90.3%9,997百万円7,226千株平成9年度

株主還元率取得金額取得株式

※ 23年度取得実績は、上期実施分を記載



平成23年度の業績予想
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平成23年度業績予想
（億円）

２３年度予想２２年度実績
23年8月業績予想比前年度比

【単 体】

＋１１

＋２３

△４１

△３４

△４７

＋１

△３３

△３

△６２△５２△１２株式等関係損益

＋７６７０７０４実質業務純益

当期純利益

経常利益

業務純益

経費 （△）

業務粗利益

経常収益

△８８１１８１０

＋５

＋１０

△５０

△１

△２０

６１０５８７

３６５３５４

７１７

１，５１４

１，７９３ １，７９０

６７０

１，４８１

＋１８

＋２８

＋１０

前年度比

＋１０

＋２５

－

23年8月業績予想比

２，１００２，０９０経常収益

３６２

６４２

２２年度実績

６７０経常利益

当期純利益 ３８０

２３年度予想【連 結】

－

（△１１）

△４８

（△１１８）

△１４４

上期

７４

（２２）

１

（△９６）

△７３

上期

１９

（５２）

８

（△７１）

△１１

２３年度予想

うち個別貸倒引当金繰入額

貸倒引当金戻入益（△）

不良債権処理額

一般貸倒引当金繰入額

－

３３

４９

２２

７１

上期

－

７８

１０８

△１３

９６

２２年度実績 前年度比

△１０７与信関係費用

（△５８）

－

（△２６）

△１００

（億円）

（億円）

※（ ）は合算前の金額を記載



参考資料



不動産業

小売業

建設業
輸送用機械

卸売業

物品賃貸業

貸金業・
投資業等

宿泊業

500

1,500

2,500

3,500

4,500

0 0.4 0.8 1.2

【与信残高対予想損失率(※) 】

与

信

残

高

（億円）

（%）
※ 予 想 損 失 額 ( Ｅ Ｌ ) ÷ 与 信 残 高

＋１１０５．２２，４２０物品賃貸業

＋３２９９．１４，２３２卸 売 業 ※

＋３８

△５２

△１００

＋８３

＋１４５

＋２６６

＋１，４２２

前年同期比

不 動 産 業

１００．０４６，４１０全 体

宿 泊 業

小 売 業

輸送用機械

貸 金 業 ･
投 資 業 等 ５．２２，３９６

７．０３，２５０

５．４２，５１４

１．９８６７

６．５３，０２１建 設 業

８．３３，８４７

残高 構成比

（実質破綻先以下は除く）（億円、％）

【与信残高(23年9月末)】

不動産業、建設業、物品賃貸業、貸金業･投資業等の事業性貸出金に占める割合はいずれも９％以下であり、
これら業種への与信集中はない

事業性貸出金の予想損失額(EL)は全業種合計で117億円（不動産業11億円、建設業9億円）

事業性貸出金の信用リスク量(UL)は全業種合計で440億円

事業性貸出金に占める特定業種の状況

23

貸出金① ～業種別貸出金の状況

※卸売業は総合商社を除く



１８１億円

１１，３５４億円

実行金額

４５，５４１件中小企業向け貸出

１，１２１件

貸出明細件数

住宅ローン

24

事業性貸出取引先数に占める
対象先の比率 4.7％

金融円滑化法による開示（21年12月～23年9月の累計実績）

５３億円

３億円

５０億円

一般貸倒引当金残高

４７億円６４２億円１，９６４億円１，９５６先中小企業向け貸出

１億円３６億円１１２億円７２４ 先住宅ローン

合 計 ４８億円

予想損失額（EL）

６７８億円

うち非保全額

２，０７６億円

対象先の貸出金残高

２，６８０先

対象先の貸出先数

対象先の予想損失額(ＥＬ)は
48億円と、一般貸倒引当金残高
53億円の範囲内

＜貸出条件変更の実行状況＞

この開示には､ 同一取引先の複数明細がカウント
されている
また、期限一括返済の貸出金の継続についても
継続の都度､貸出条件変更件数･金額に計上される

※１ 本表の中小企業にはアパートローン
を含む

対象先 ･･･債務者区分 要注意先以上
かつ､約定弁済を軽減した貸出条件変更
を実施した先

対象先の貸出金残高 2,076億円
総貸出金に占める比率 3.1%

うち非保全額 678億円
（ 同 1.0％）

※２ 住宅ローンの非保全額は､当行回収実績
をもとにした保全率により算出

貸出金② ～中小企業金融円滑化法による貸出条件変更先の状況

※1

※2

上記のうち、「約定弁済を軽減した貸出条件変更先」の状況
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23年度上期のリスク資本配賦額は5,992億円、うち信用リスク1,135億円、市場リスク1,784億円、

オペレーショナルリスク243億円、バッファー資本等2,830億円を配賦

リスク資本使用額は、支店営業部門512億円、トレジャリー部門893億円等

１００％２４３２４３ｵﾍﾟﾚｰｼｮﾅﾙﾘｽｸ

２８％

－

５３％

４７％

（１２％）

（５８％）

４４％

６４％

１，６８０３，１６２小 計

１，６８０５，９９２合 計

－

３２

（５）

（６７０）

８９３

５１２

（４５）（うち海外店）

（１，１５５）（うち政策投資株式）

ﾊﾞｯﾌｧｰ資本等

連結子会社

トレジャリー部門

支店営業部門

２，０５１

６８

２，８３０

８００

リスク資本
配賦額

リスク資本
使用額

配賦原資

・リスク資本使用額＝〈貸出金〉 │VaR│＋不良債権処理額

〈投資有価証券〉│VaR│

〈その他〉 │VaR│

・中核的な自己資本＝普通株式＋内部留保－社外流出額－無形固定資産－前払年金費用等

・バッファー資本は、東海地震等非常時や計量化できないリスク等への備え

ｵﾍﾟﾚｰｼｮﾅﾙﾘｽｸ
２４３

市場リスク
１，７８４

バッファー資本等
２，８３０

信用リスク
１，１３５

中核的な自己資本
５，９９２億円
(23年6月末基準)

（億円）

リスク資本
使用率

リスク資本配賦
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グループ会社（連結子会社11社）は、
経常収益242億円（前年同期比＋11億円）、経常利益32億円（同＋7億円）の増収増益

５

２４２

２３

７

１５

３

２４

２

１０

８

２７

１２２

１

経常収益

＋１

＋１１

△０

＋３

△１

＋０

＋６

△２

△０

＋２

＋３

＋１

＋０

前年同期比

０

３２

０

０

０

１

９

１

３

６

２

１０

０

経常利益
前年同期比

△０為替送信･代金取立等の集中処理業務等静銀ﾋﾞｼﾞﾈｽｸﾘｴｲﾄ㈱

＋０経営ｺﾝｻﾙﾃｨﾝｸﾞ業務静銀経営ｺﾝｻﾙﾃｨﾝｸﾞ㈱

△０ﾘｰｽ業務静銀ﾘｰｽ㈱

＋０ｺﾝﾋﾟｭｰﾀｰ関連業務、計算受託業務静岡ｺﾝﾋﾟｭｰﾀｰｻｰﾋﾞｽ㈱

＋３信用保証業務静銀信用保証㈱

＋０ｸﾚｼﾞｯﾄｶｰﾄﾞ業務、信用保証業務静銀ﾃﾞｨｰｼｰｶｰﾄﾞ㈱

△１株式公開支援業務、中小企業再生支援業務静岡ｷｬﾋﾟﾀﾙ㈱

＋４金融商品取引業務静銀ﾃｨｰｴﾑ証券㈱

＋０銀行業務・金融商品取引業務欧州静岡銀行

△０労働者派遣業務等静銀総合ｻｰﾋﾞｽ㈱

△０銀行担保不動産の評価･調査業務等静岡ﾓｰｹﾞｰｼﾞｻｰﾋﾞｽ㈱

＋７合 計 （11社）

ｸﾚｼﾞｯﾄｶｰﾄﾞ業務、信用保証業務

主要業務内容

＋２静銀ｾｿﾞﾝｶｰﾄﾞ㈱ ※

会社名

※持分法適用関連会社、平成19年4月開業

(億円)

グループ会社の状況
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〈経済規模〉静岡県経済は「３％、１０位の経済圏」と称せられ、多くの経済指標が全国シェアで３％、都道府県別で１０位
前後に集中しており、全国的にも高水準の経済力である

注）製造品出荷額・工場立地件数は暦年ベース、それ以外は年度ベース （※）速報値

４１ (※)４４１４４１２４工場立地件数（静岡県）

７８６ (※)８６７１，６３０１，７９１〃 （全 国）

－２位３位３位県内製造品出荷額の順位

５位

２，６５２，５９０

１５０，５１０

－

－

１５１，４０５(※)

平成２１年度

４位(※)

－

－

－

－

１５４，１７６(※)

平成２２年度

３，３５５，７８８３，３６７，５６６国内製造品出荷額

１０位１０位県内総生産の順位

１９１，７７７１９４，１０３県内製造品出荷額

１位１位〃 （順 位）

５，０５０，１６３５，２５２，６３１国内総生産（名目）

１６４，５２７１７０,４４３県内総生産（名目）

平成２０年度平成１９年度

０．６４倍

０．５８倍

２３年７月

０．６６倍

０．６２倍

２３年８月

０．５８倍

０．５４倍

２２年１２月

０．６１倍

０．５８倍

２３年１月

０．６２倍

０．６０倍

２３年２月

０．６３倍

０．６１倍

２３年３月

０．６１倍

０．５７倍

２３年４月

０．６１倍

０．５４倍

２３年５月

０．６３倍

０．５６倍

２３年６月

０．６７倍全 国

０．６４倍静岡県

２３年９月

〈有効求人倍率（季節調整済）〉２１年２月以降、全国平均を下回る状況が続いているが、その差は徐々に縮小している

（億円）

静岡県経済の状況



業績予想

本資料には、将来の業績に関わる記述が含まれています。こうした記述は、将来の業績

を保証するものではなく、リスクや不確実性を内包するものです。

将来の業績は、経営環境の変化などにより、目標対比異なる可能性があることにご留意

ください。


